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《論文要旨》
本稿は,基 礎年金の現状と課題について,そ の財政方式を中心に整理 ・検討する
とともに,今 後消費税でその負担をまかなう場合の税率等を検討 したものである。
2004年 度に給付された基礎年金の総額は15.5兆 円に達 し,公 的年金給付額全体
の36.5%を 占めている。 この給付額は高齢化のさらなる進行によってさらに増加す
ると見込まれ,2050年 度に58兆 円程度となると試算 した。このように増大する年
金給付額を安定的にまかなうには,そ の財政方式が重要となる。現行の基礎年金は
保険料方式で運営されているが,す でにその相当部分を租税に依存 しているだけで
はなく,保 険料未納問題などの諸課題 も指摘されている。 こうした課題に対応する
には,消 費税を利用 した税方式への移行が望ましいと考える。加えて,政 府の効率
性の改善,マ クロ経済に対する中立性の観点などからも税方式が推奨される。
現行の保険料方式を見直 し,国 庫負担を除 く1/2を 消費税でまかなうとした場
合に必要 となる消費税率の上昇分については,独 自のマクロ計量モデルを用いて試
算 した結果,2050年 度ではおよそ6.E%程 度となることが試算された。少子化がさ
らに進行し,経 済成長が鈍化する場合には7.0%と 上昇幅は拡大するが,技 術進歩
などによって高成長が実現する場合には6.4%程 度にとどまるなどのシミュレーショ
ンも併せて示 した。
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モデル
は じ め に
持続的な低出生率と平均寿命の伸長に'より,わ が国の人 口構造は過去に類
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をみない速度で高齢化が進んでいる。65歳 以上人口比率は2005年 に20%に
達する一方,2004年 の合計特殊出生率は1.29と 過去最低 を記録 した。2005
年には戦後初めて人 口が減少 したという観測 もある。長期的にみると65歳
以上の高齢者はさらに増加 し,国 立社会保障 ・人口問題研究所の2002年 推
計(中 位推計)に よれば,2025年 に3,473万 人,2050年 には3,586万 人 と
2000年 の2,204万 人と比べるとほぼ1.E倍 まで増加する。
65歳 以上の高齢者の家計はその多 くが公的年金によって支え られている
ことは過去の研究から明らかである(例 えば府川(2003)な ど)。今後さら
に増加す る65歳 以上人口の生活を変わ らず支えてい く制度 とす るため,
2004年 度 には抜本的な公的年金制度改革が断行され,若 年層の負担を引き
上げるとともに,高 齢者に対する給付水準の見直 しが行われた。またその前
提 として,基 礎年金に対する国庫負担はそれ以前の3分 の1か ら2分 の1に
引き上げ られることも了解されている。
基礎年金は公的年金制度の中核を占めるものであり,今 後はその半分を保
険料でまかな うが,残 りは国庫負担,す なわち租税で負担することになる。
高齢者の基礎的な生活を支えるという意味から,基 礎年金を全額国庫負担 と
し,租 税によってまかなうべきであるという議論 も存在する。また,国 民年
金の未納率の上昇 とともに,よ り強制力の伴 う租税によって全額負担する方
が年金財政の安定面からも好ましいという見方 もある。さらには公的年金制
度の民営化を見据えた議論や,租 税制度の見直 し(消 費税への移行等)と 絡
めた視点など,基 礎年金に関する一層の改革は必然といえよう。
本論文では,最 初に基礎年金の動向や負担の仕組みと今後の基礎年金給付
額の見通 しなどに関す る整理を行 う。次いで,基 礎年金部分を保険料で負担
すべきか,そ れとも租税によるべきか,に ついての様 々な見方を紹介すると
ともに,筆 者な りの見解を示す。最後に,2050年 までの超長期を視野に入
れたマクロ計量モデルを用いて,基 礎年金を全額消費税でまかなう場合の税
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率 に関す る シミュレー ションを紹 介す る。
1.基 礎年金の動 向と負担
最初に,1986年 以降の基礎年金額等の推移を概観 し,ま た現行の基礎年
金制度の構造について整理する。次いで,2004年 度改革を踏まえた将来の
基礎年金額の推移などの見通 しを紹介する。
1.1基 礎年 金の概要
基礎年金 は1985年 の公的年金制度の抜本的改革によって導入 されたもの
である。それ以前の公的年金制度では給付水準や給付のための資格要件など
が各制度間によって大きく異なることや,重 複給付を受ける者あるいは任意
加入であった国民年金に加入せず無年金となる者などが存在するなど,い く
つ もの課題を抱えていた。加えて,自 営業者等が主たる被保険者であった
(旧)国 民年金 自体の財政状況 も年々悪化 していた。そこで,各 制度に共通
する基礎部分を新たに設定 し,被 用者年金 についてはこの基礎年金に上乗せ
する 「2階」部分の報酬比例年金 として位置づけるとともに,基 礎年金給付
についての財政上の分担を行 うこととし,従 前は任意加入であ,つた専業主婦
等も強制的に加入するといった全面的な改革を行ったのである。
現在の基礎年金では,新 制度に伴 う基礎年金給付のみならず,旧 法拠出制
に関わる国民年金や旧被用者年金法による基礎年金に相当する部分について
も基礎年金勘定か らの支出として計上 され,い わゆる 「みなし基礎年金」 と
よばれている(正 確には,旧 法による給付のうち昭和36年4月 以降の加入
期間に基づき支給される基礎年金に相当する部分を指す)。 旧法の厚生年金
を受給 している者にとっては,こ のみな し基礎年金は報酬比例部分 と一括 し
て支給 されており,会 計上区別 されるにすぎないが,し かし本稿ではみなし
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基礎年金を含めた基礎年金全体の状況を取 り扱 うこととする。
1.2基 礎年金額の推移
表1及 び図1は,基 礎年金勘定による1986年 以降の基礎年金支出額 と新
制度に伴う基礎年金給付額の推移を示 したものである。1986年 の基礎年金
支出額は5.0兆 円,こ のうち新法に伴う基礎年金はわずか0.5兆 円にすぎな
かった。新制度導入後10年 を経過 した1995年 では,基 礎年金支出額は11.0
兆円,ま た新法に伴う基礎年金は4.2兆 円であった。1995年 では依然 として
旧法によるみなし基礎年金の割合が高 く,基 礎年金全体に占める新法の基礎
表1基 礎年金支出額の推移
(単位:10億 円)
支 出 額 基礎年金 みな し基礎 新法割合
計 給 付 額 給 付 額 (%)
1986 5,001.1 452.1 4,549.0 9.0
1987 6,147.0 662.0 5,485.0 10.8
1988 6,236.3 777.9 5,458.4 12.5
1989 6,311.1 940.1 5,371.0 14.9
1990 7,062.2 1,089.1 5,973.1 15.4
1991 7,749.7 1,359.9 6,394.8 17.5
1992 8,626.7 1,954.8 6,671.E 22.7
1993 9,374.6 2,596.8 6,777.8 27.7
1994 9,969.8 3,335.1 6,634.i 33.f
1995 11,007.5 4,169.5 6,838.037.9
1996 11,624.7 4,945.5 6,67E.242.5
1997 12,024.6 5,769.0 6,255.6 48.0
1998 12,789.8 6,711.9 6,078.9 52.5
1999 13,384.2 7,614.6 5,769.6 56.9
2000 13,773.7 8,477.9 5,296.361.5
2001 14,079.1 9β63.3 4,710.E 66.5
2002 14,599.3 10,249.4 4,349.E 70.2
2003 15,217.4 11,073.5 4,143.E 72.8
資料:社 会保険庁 「事業年報」
注:基 礎年金勘定による。
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資料:社 会保 険庁 「事業年報」
図1基 礎 年 金 勘 定 支 出額 の推 移(十 億 円)
→一支出額計
一 基礎年金
年 金 の割合 は37.9%で あ った。2003年 にな ると,基 礎年 金支 出額 は15.2兆
円 にまで拡大 して お り,過 去17年 間 でおよそ3倍 の規模 となると ともに,
新 法 に伴 う基礎 年金給付額 も11.1兆 円 と,全 体 の72.8%を 占め るに至 った。
実際 に給付 された基礎 年金給付額 をみ ると(D,1987年 には5.6兆 円(う ち
みな し基礎部分 が5.0兆 円)で あったが,1995年 にはll.0兆 円(同6.8兆 円),
2002年 に は'15.5兆 円(同5.2兆 円)と な り,ま た,み な し基礎年金 の割合
も低下 してい る(2)。公的年金総額 に占める基礎年金 の比率 をみ ると,1987年
で は年金給 付総額 が17.7兆 円 であ ったため31.8%を,1995年 で は年 金給付
総 額31.8兆 円の34.5%を 占めて いた。2002年 では42.3兆 円の給付総 額の う
ち基礎年金 は36.5%と な ってお り,近 年,こ の割合 は漸 増傾 向にあ る。
1.3基 礎年金負担の構造
上述 したように,基 礎年金といわれる公的年金は,新 制度導入以降の新法
基礎年金と,旧 法に基づ く年金のうち基礎年金に相当するいわゆる,み なし
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基礎年金に分けることができる。 これらの給付に要する費用基礎年金の財源
は,特 別国庫負担分③を除いた分を国民年金,.厚 生年金,共 済組合で負担す
ることになっている。負担の割合は,各 制度の被保険者数(共 済組合では組
合員数,第3号 保険者は扶養者が加入する制度に算入する)の 割合で案分 し
て決定される。
図2は,2002年 度における基礎年金の負担と,み なし基礎年金給付費と
して各制度に配分される給付額の流れを示したものである。これ らは基礎年
金勘定か ら各制度に配分され,給 付額の一部 となる。図2か ら,各 年金制度
からの拠出金の合計は15.0兆 円であるが,そ の各制度別の負担の割合 をみ
ると,国 民年金が3.1兆 円,厚 生年金が10.3兆 円,共 済組合が1.6兆 円となつ
、 国民年金 厚生年金 共済組合
(国民年金勘定) ～1 ,605.0億円!
1＼ 叉a撫 齪.11q23臆 円 ノ:.….._.… 一
1〔=勲 蝋::13。87、 億,＼ ズ6鵬 円1
,_..翌__.__._..___,
iみ な し基 礎 年 金i
i5,211.0億 円i
国民年金
(基礎年金勘定)
費用負担
各保険制度14,965.3億 円
特別国庫負担3,587.3億 円
基 礎 年 金(新 法)
10,245.4億 円
基 礎 年 金 総 額
15,456.3億 円
資料:社 会保険庁 「事業年報」
図2基 礎年金拠出と給付の流れ(2002年)
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て いる。 したが って,拠 出金 の負 担割合 はそれ ぞれ10.7%,68.6%,20.6%
で あ り,お よそ7割 を厚生 年金 が負担 して いることがわかる。
1.4将 来の基礎年金給付額の見通 し
2002年 度 の基 礎年金給 付額 は15.5兆 円で あった。 基礎年金 給付額 は今後
さ らに増 加す ると見 られて いる。厚生労働省 による 「厚生年金 ・国民年金
平成16年 財政 再計算結果報告書 」で は,2005年 度 の基礎年金 給付額 が16.8
兆 円 とな り,こ れが2025年 度 に27.2兆 円,2050年 度 には49.1兆 円に達す
ると試 算 されて い る。 また,2050年 度 の基 礎年 金給 付額49,1兆 円の うち
47.2兆 円が老 齢年金 に相当す ると している。
加藤(2005)で は,独 自のマク ロ計量 モデルで社会保障財政 に関す る将来
見通 しを行 って いるが,そ れ によると2005年 度 の基礎年 金給 付額 は17.4兆
円,ま た2025年 度 で は36.6兆 円,2050年 度 では58.1兆 円に まで増加す る 「
と見込 んでい る(図3参 照)。2050年 度 でみ ると,厚 生 労働省の見通 しよ り
も11兆 円程度多 い計算 である(4:。
70.0
60.0
50.0
40.0
30.0
20.O
lO.0
0.0
19982002200620102014201820222026203020342038204220462050
資料:厚 生労働省(2005)及 び筆者試算
図3基 礎年金給付額の将来見通 し(兆 円)
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一.一厚 生 労 働 省(2005)
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2.税 か保険料か?
基礎年金の負担をめ ぐる議論が活発である。マクロ的な視点か らすれば,
保険料 も租税 も同じ負担であって大きな違いはないとする見方もあるが,し
かしミクロ的な視点か らは異なる点 も多い。また,今 後増大する年金給付,
とりわけ基礎年金給付を支える財源 としては税 と保険料のいずれが好ましい
か,と いった議論か ら,公 的年金制度の民営化を見据えた財源のあ り方 に関
する議論 まで多種多様である(5)。以下では,こ うした議論を整理するととも
に,筆 者なりの見解を述べておきたい。
2.1保 険料と租税の特徴
2.1.1保 険料方式の特徴と課題
わが国の公的年金制度は保険料方式によって運営されている。現行の保険
料に依拠 した年金財政の運営方式の特徴と併せ,こ れが有する課題などを考
察 しておこう。
第一 に,保 険料方式は負担と給付の関係を リンクさせるものである。この
点について厚生省(1998)な どを参考に要約すると,「一定期間にわた り保
険料を拠出 し,こ れに応 じて年金を給付する」 というものであ り,支 払った
保険料 に対応 した年金給付が期待されるのである。 しかしながら,こ のこと
は負担を行わない者には給付 も行われないということを意味する。この点を
避けるために,国 民年金加入者のうち,低 所得者等で保険料支払いができな
い者 については,免 除制度な どが用意 され,基 礎年金の本来給付額の1/3
が支払われることになっている。この部分がいわゆる国庫負担部分 に相当し,
保険料方式を前面に押 し出しているものの,基 礎年金に関しては負担と給付
に関する明確な リンクが欠けている部分でもある(牛 丸他(2000)な ど参照)。
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その意味では,現 行の公的年金制度は保険料方式で運営 されているとは言い
がたい側面をもつ。2004年 度の公的年金制度改革によって確認 された,基
礎年金部分の国庫負担の1/3か ら1/2へ の引き上げは,保 険料方式 といっ
た性質をさらに曖昧なものとすることは明 らかであろう。
第二に,現 行の公的年金制度が採用 している保険料方式は,使 途を制限 し
た負担方式であ り,目 的税 と同様な特徴を有する⑥。すなわち,集 められた
保険料は,年 金給付のみの目的に使用される。わが国の公的年金制度はほぼ
賦課方式(正 確には修正積立方式)で あるか ら,徴 収された保険料は一部を
除いてそのまま年金給付に使用 される。使い道が明確にされているという点
では,負 担を行 うものにとってはわか りやすいものである。その一方で,給
付需要が増大すれば,そ れに見合うように保険料の上昇を招 く危険性がある。
需要増大に伴 う自動的な負担増 といった特質が,い わゆる目的税の弊害 とし
て指摘されるが,保 険料方式にはこれと同様な点の危惧 もある。 もっとも,
2004年 度の年金制度改革 によって保険料率の上限が定められたこと,さ ら
には確定拠出型年金の考え方の導入などから,こ の点の課題はある程度解決
されたとも考え られる。
第三 は,保 険料方式では租税 と異なり,徴 収に関する強制力が厳格ではな
いことがある。国民年金の納付状況をみると,近 年その納付率が落ち込んで
いることが問題として指摘される。図4は 近年の国民年金の納付率の推移を
示 した ものである。公的年金制度の抜本的な改革:が行われた1985年 の納付
率は89.7%で あったが,2002年 では62.8%ま で落 ち込み,そ の後わずかに
改善 したものの2004年 では63.6%に 留まっている(7)。もちろん,公 的年金
の保険料納付は強制的な ものであり,未 納者に対 しては差 し押さえなどの法
的な対応が取 られることとなっているが,実 際に差 し押 さえが行われる例は
わずかであり,こ れが未納に対する抑制 とならない要因でもある。
第四は,保 険料の算定基礎に関わる問題である。一般の所得税は直接税の
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資料:社 会保険庁 「事業年報」
図4国 民 年 金 の 納 付 率 の推 移(%)
形式をとり,同 じ賃金所得のベースであれば同じ税負担を行 うという意味で
水平的公平性が確保されるように企図されている。 しかしながら,保 険料方
式を採用す る公的年金制度では,異 なる職種あるいは異なる世代に属する個
人にあっては同じ賃金所得を得ても負担する保険料は異なる。すなわち,同
じ賃金所得を得ても,被 用者であるかそうでないか,現 役世代に属するかそ
うでないか,等 によって負担の程度が異なるのである。このことは,保 険料
変更などがもたらすマクロ経済等への影響や所得再分配の効果を複雑に し,
またその影響 もマクロ経済にとって"中 立的"に とどめることは極めて難 し
いと考えられる。なお,保 険料の水準は保険数理的に決定されるのであ り,
一般的な賃金所得税の決定方式とは大き く異なることも忘れてはならない。
2.1.2租 税の役割 と特徴
公的年金の負担方式を租税 とする場合を考えるため,こ こでは財政学の視
点か ら租税の役割と特徴について簡単に整理 しておこう。
租税の機能は,政 府が持つ とされる三つの機能を支えるものであると考え
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られる。すなわち;① 資源配分機能を支える財源,② 所得再分配機能のため
のツール,③ 経済安定化機能としてのビル ト・イン・スタビライザー,で あ
る。 このうち,租 税については直接税の累進性などを利用 した所得再分配機
能が重視 されることが多い。但 し,こ れは主として世代内再分配を対象とす
るものであり,世 代間再分配を主目的としたものではないと考えられる。そ
の一方,賦 課方式による公的年金制度で負担する保険料は世代間分配を目的
としたものであり,こ の点において両者は異なるものと理解 される(8)。
次に,租 税が持つべき特徴をみておこう。その特徴としては,① 原則的に
国民すべてから徴収 されること,② 強制的に税を徴収すること,③ 税 と特定
の公共サービスとの間に対価関係がないこと,が あげられる⑨。この租税が
持つべき特徴 と保険料方式 とは大きく異なることがわかる。第一に,保 険料
を負担すべき対象は全国民ではないこと(こ の点が,い わゆる第三号被保険
者の問題(専 業主婦等)を もたらしているとも考え られる),第 二 に(上 述
したように)強 制性が曖昧なこと,第 三に保険料と年金給付がリンク してい
ること,で ある。租税においても目的税は存在するものの一般的には使途を
特定化 しない普通税(一 般税)で あり,政 府がその予算を効率的に配分する
ためには使途を特定化 しないような税制が望ましいとされる。一方,受 益者
負担を明確にするには目的税が好 ましいという議論があるものの,需 要の消
失があっても制度が残 り利権化するといった弊害 も指摘される。
2.2税 か保険料か?
2.2.1税 方式への移行
以下で行う議論はあくまでも公的年金制度の一部である基礎年金部分に関
するものである。結論 として,税 による基礎年金の負担を推奨するが,そ れ
は二階部分に及ぶ ものではないことを述べておく㈲。
最初に基礎年金の性格を考えておきたい。厚生省年金局(1998)で は,基
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礎年金を 「老後生活の基礎的部分を保障するため,全 国民共通の給付を支給
するもの(p.28)」 と位置づけている。 このことは,基 礎年金は老後の生活
における国民の必要最低限の水準を支えるものであるから,保 険料方式によ
る負担と明確なリンクを必ず しも持つ必要はないとも考え られる。給付 と負
担の リンクが不要であれば税方式でも十分であり,現 に基礎年金の国庫負担
が1/2に 引き上げられるという実態がそのことを示 している。 さらには,
現行制度では基礎年金給付を得るためには,第 二号被保険者である被用者は
厚生年金等が課す定率の保険料負担を必要 とする一方,自 営業者等の第一号
被保険者は定額負担を行 うな ど,負 担の仕組みや水準が異な り,保 険料方式
の内部 において も給付 と負担のリンクは崩れているといえよう。加えて,専
業主婦等,保 険料納付が不要となっている第三号被保険者との関連について
も,基 礎年金における保険料方式 との矛盾が存在する。 こうした点を解決す
るには,負 担と給付のリンクを断ち切 り,租 税制度の中で,高 齢者の生活の
ナショナル ミニマムとして基礎年金を給付する仕組みのほうが誰 もが納得す
るもρと思われる。 もちろん,そ の場合には,保 険料方式を主張する識者か
らも指摘される点であるが,生 活保護 との整合性を確立 してお く必要があろ
う(lllC
これに加えて,税 方式にすべき根拠を三点ほど掲 げておく。第一は,上 述
したような保険料未納問題に対す る解決である。未納率が4割 に達 しようと
する現状においても強制性が曖昧な保険料方式では改善はあまり期待できな
いであろう。第二は,被 用者年金に関わる事業主負担の存在である。厚生年
金制度では保険料を雇用主と被用者が折半するが,少 な くとも基礎年金をナ
ショナル ミニマムと位置づけるのであれば,自 営業者等との公平性を確保す
るとともに,雇 用主負担の軽減を図ることが可能となる(12)。第三に,政 府の
効率性 に関わる問題である。厚生労働省 と財務省が徴収のための組織を二重
に保有 していることの是非を問う指摘は多いが,税 方式移行への最大の障壁
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ともなっていると言われる。
こうした論点に対 して,保 険料方式維持派の主張も述べておかないと不公
平であろう。保険料方式を維持する立場からは,① 税方式に移行することで,
老後の生活を国が面倒をみることになり,自 己責任による生活設計と矛盾す
る,② 税に移行する時点前の保険料未納や未加入者への対応が難 しい(き ち
んと負担 している者と未納者の間に不公平が生 じる),③ 雇用主負担がな く
なり,そ の分本人負担が増加する,な どによって税方式に対 して反対 してい
る。
なお,税 方式への移行について,公 的年金制度改革全体の視点からの主張
もある。例えば,年 金制度改革の青写真 として,1階 部分は税方式による最
低保証年金,2階 部分を報酬比例型の確定拠出型年金にするといった主張な
どである。 こうした視点からの議論については,そ もそも基礎年金の財源負
担をどうすべきか,と いう本稿の主目的か ら逸脱するため,こ れ以上は言及
しない。
2.2.2消 費税の利用
消費税については,財 政改革を踏まえた税率見直 しが政策課題 となるなど,
現行の5%か ら近い将来上昇することはほぼ間違いない状況であろう。但 し,
税率をどの程度にするのか,ま た税率の上昇分を福祉 目的税などの目的税化
するのか,な ど様々な見解 もあり流動的である。
上記で述べたように,も し基礎年金の負担を租税で行 うとす ると,そ の場
合消費税を利用することが推奨 されることが多い。消費税にす るべきか,そ
れとも所得税にするべきかについて,簡 単に議論 を整理 しておきたい。
賃金所得をベースにした所得税によって負担を行う場合,負 担を主 として
行うのは現役世代であり,引 退世代が徴税対象か ら大きく除かれる。このこ
とは,年 金課税の大幅な引き上げが難 しい限 り,新 たな世代間の所得再分配
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をもたらすことになる。さらに,今 後の高齢社会を考慮すれば,税 収の安定
性 という側面か らも所得税に負担を求めるには限度があろう。 しば しば税制
改革では直間比率が問題にされるが,高 齢社会を迎えるにあたってこれ以上
直接税の負担を求めることは難 しいと考えられる㈹。 このことから,基 礎年
金の財源を消費税に求めることはやむを得ない。但 し,消 費税が持つ逆進性
や水平的公平性の確保などについて懸念を持つ指摘 もある。そのため,稲 木
(2005)で は累進消費税を推奨 している。 これは,商 品の贅沢度(あ るいは
需要の価格弾力性)に よって異なる税率を課すものであり,必 需品には低い
税率を課 して逆進性を緩和するものである。 しかしながら,実 際に商品ごと
に異なる税率を課すことは煩雑であること,経 済活動に対 して"中 立"な 税
制にするにはむ しろ贅沢品ほど低い税率を課すべきこと,等 クリアすべき課
題は多いと考え られる。欧州諸国でみられる食料品に対する軽減措置を取 り
入れることが現実的な解決策であろう。
最後に,福 祉目的税 とするのか,そ れとも使途を制限しないものとするの
か,と いった議論 もある。ζれについては,財 政赤字削減の手段としての消
費税率上昇を考慮すれば,社 会保障関連分野を"聖 域"と しないことが必要
になり,福 祉目的税化することは好ましいことではないだろう。 しか しなが
ら,基 礎年金に充当するという視点からは一概に否定 しがたい点もある。今
後さらに議論すべき課題 と考えられる。
3.基 礎 年 金 の消費 税負 担 シ ミ ュレー シ ョン
基礎年金を消費税で負担することを前提として,そ の場合どの程度の消費
税率を上昇させなければならいか,と いう点をシミュレーションする。最初
に,現 行の消費税の税額の推移を整理 し,単 純な試算 によって国庫負担を
1/3か ら1/2に 引 き上 げる場合に必要な消費税率を示す。次 いで,加 藤
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(2005,2006)に よるマクロ計量モデルを用いて基礎年金を全額国庫負担 と
する場合の消費税率,さ らには出生率の変動や全要素生産性などの変化 と必
要な消費税率との関連を検討する。
3.1国 庫負担引き上げと消費税税収
図5は,1989年 度 以降の消費税収 と1%あ た りの税収の推移 を示 した もの
で ある。1989年 度 の消 費税 か らの税 収 は3.3兆 円にす ぎなか った が,1996
年度 には6,1兆 円 まで増加 した。1989年 度 か ら1996年 度 まで の税率 は3%
であ ったが,1997年 度以 降税率が5%に 上昇 した ことによ り1997年 度 は9.3
兆 円,ま た1999年 度 は10.4兆 円 にまで増加 した ものの,そ の後デ フ レ傾 向
に よって若干 低迷 し,2004年 度 の消費税収 は10.0兆 円であ った。 これを税
率1%あ た りで み ると,1995年 度以 降,ほ ぼ安定 して2兆 円程度 で あ り,
2003年 度が およそ1.9兆 円,2004年 度 ではおよそ2.0兆 円で あった。
2004年 度 の年金制 度改革 では,国 庫負担 を1/3か ら1/2に 引 き上 げ るこ
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資料:財 務省 「財務統計」
図5消 費 税収 と1%あ た りの 税 収(10億 円)
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とが確 認 され たが,こ れ は したが って基 礎年 金給付額 の1/6に 対 す る国庫
負担 を増 やす とい うこととなる。 ちなみ に,2002年 度 の基礎年 金給付額 は
15.5兆 円であ り,消 費税1%あ た りの税収 を2004年 度並 に2.0兆 円 とする と,
消費税率 に してお よそ1.29%と な る。 もちろん,こ うした試算 は単純 な もの
で あ り,経 済変 動 とと もに消費税収 も変動 し,ま た高齢化 のさ らな る進 行で
基礎年金給 付額 も増加す る見通 しで あるか ら,今 後L29%を 維持 すればいい
とい う結論 にはな らな いことに留意すべ きで ある。
3.2消 費税率 の推定① 一 考え方とペースケースの結果
将来,基 礎年金の負担方式を保険料方式か ら税方式に移行 したとすると,
消費税率の上昇幅はどの程度必要であろう。前項で試算 した結果を用いて,
単純に基礎年金を全額消費税でまかなうとす ると7.75%程 度の消費税率上昇
が必要になると計算される。 しか し,実 際には経済変動や基礎年金給付額の
変動などを見込んで計算 しなければならない。そこで,加 藤(2005,2006)
によるマクロ計量モデルを利用 して,経 済変動,人 口構造変化等と整合的な
将来の基礎年金需要額を算出し,こ れか ら必要な消費税率の上昇幅を計算 し
てみよう㈲。
加藤(2005)の モデルは,マ クロ経済を記述す るマクロ経済 ブロック,主
として労働力供給を示す労働市場ブロック,一 般政府(中 央 ・地方政府及び
社会保障基金)の 財政収支を表す財政ブロック,お よび年金,医 療,介 護と
いったサブブロックか ら構成される社会保障ブロックの四つのブロックから
構成される中規模モデルであり,含 まれる内生変数の数は277と なっている
(図6参 照)。 年金ブロックの計算では,厚 生年金 と国民年金について,老 齢
年金を中心 に制度を記述する方程式群によって2050年 度までの予測値が計
算され,ま た国民年金については,新 法 と旧法に分割 し,新 法では基礎年金
を中心にその給付を計算 している。なお,給 付額は,現 在の一人当たり給付
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図6マ クロ経済 ・社会保障モデルの概要
額から物価上昇率などを勘案 して求めている('5)。
基礎年金の給付額を,す べて消費税でまかなう場合の税率(正 確には国庫
負担 として予定されている1/2を 前提 とし,.残 りの1/2の 負担を保険料か
ら租税に移行させる場合の税率)を 求めるには,次 の二つのステップを踏ん
でいる。
① モデルのベース解を求めるに際 して,消 費税率については,2007年
度から7%,2015年 度か ら10%に 引き上 げることを前提としているの
で,こ れに沿って2050年 度 までの消費税収や基礎年金給付額 などを計
算 し,こ れか ら必要な消費税率を求める。
② 次に,消 費税率上昇に伴う物価水準(GDPデ フレ一夕)の 上昇を組
み込んで再度モデルを解 く。 なお,消 費税率1%の 上昇によってGDP
デフレ一夕は0.6%上 昇す ると仮定 した。 これは1997年 の消費税率3%
か ら5%へ の変更によって生 じた物価水準の上昇率から計算 したもので
ある。
結果 として,2025年 度では必要な消費税率の上昇幅は5.75%程 度である
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注:モ デルのベース解では2007年 から7%,2015年 から10%に 消費税率を上昇させることを
前提としている。
図7基 礎年金をまかなう消費税率
が,基 礎年 金給付 額の拡大 に伴 い,2050年 度 には6.59%程 度 あ消費税率 が
必要 にな り,そ の結果,加 藤(2005)に よるモデルのベース解 では,最 終的
な消費税率 は16.6%程 度 にな る と計算 されてい る(16)(図7参 照)。
3.3消 費税率の推定②一 出生率の動向と消費税率
ベース解では将来予測にあたって,国 立社会保障 ・人 口問題研究所の
2002年 推計に基づ く中位推計を用いている。 これに対 して人口の想定が変
化 した場合,必 要な消費税率はどのような影響を受けるであろうか。特に出
生率が変動す ることによって,将 来のマクロ経済の成長率が変化す るととも
に・消費税の課税対象である民間最終消費支出や民間住宅投資などが変動 し,
これによって消費税収 も影響を受ける。これによって必要な消費税率 も変わっ
て くると考えられる(L7)。
そこで,第 一に出生率の仮定がベース解の前提となった社人研(2002)の
中位推計と異なる場合をシミュレーションする。最初に,社 人研(2002)の
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低 位推 計 に沿 って人 口が推 移す る と,中 位 推計 では消費 税の上昇 幅が2050
年 度 では6.59%程 度 で あ ったが,低 位推計 で は さらに0.42ポ イ ン ト増加 し
て,7.01%が 必要 にな る。 次 に,社 人研(2002)推 計 か ら離 れ,2025年 度 に
合 計特 殊 出生率(TFR)が1.8に まで直線的 に改善 し,こ れ以降一定 となる
場 合 と,逆 に2025年 度 にTFRが0.9ま で低下 し,2025年 度以 降 この低水
準 が続 く二つ のケー スを独 自に計算 して,必 要な消費税率 の上昇分 を求 めた。
TFRが1.8に まで改善す るケー スで は2050年 度 に必 要 な消費税率 の上昇分
は6.24%程 度 に留ま るのに対 し,0.9ま で低下 す るケー スでは7.20%程 度 の
上昇 幅 が求 め られ る。 両者 の差 は0.75ポ イ ン トで あ り,少 子化 の進 展 はこ
のよ うな形 で も負担を高 めるもの と考 え られる。
第二 に,中 位推計 を前提 とす る ものの,2010年 度以 降,モ デル に組み込
まれて いる生 産関数 に含 まれ る全要素生 産性 の水準 を外生 的に10%高 めた
ケー スにつ いて試算 した。 この結果 は表2に あ るよ うに,2025年 度で5.68
%,2050年 度で6.35%と な り,ベ ー ス解 と比 較 して2050年 度 で は およそ
0.24tイ ン ト軽減す るこ とができ ると試算 された。
表2消 費税率の上昇分
2025年 度 2050年 度
ベ ー ス解 5.75 6.59
低位推計 5.77 7.Ol
TFRが1.8に 改 善 5.74 6.24
TFRが0.9ま で 低 下 5.77 7.20
TFPが10%上 昇 5.68 6.35
資料:筆 者試算
お わ り に
本稿では,基 礎年金の現状と課題,と りわけ基礎年金の財政方式を中心に,
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これを整理す るとともに,消 費税によって基礎年金をまかなうとした場合に
は,ど の程度の税率上昇が必要か,と いう点を検討 した。
2004年 度に給付 された基礎年金の総額は15.5兆 円に達 し,公 的年金給付
額全体の36.5%を 占めている。 この額は,経 済成長や高齢化のさらなる進行
によって,今 後ざらに増加すると見込まれている。現在,基 礎年金は基本的
には保険料方式で運営 されているが,2004年 度の公的年金制度改革では国
庫負担の割合が1/2に まで拡大す ることが確認 された。保険料方式とはい
え,す でに大きな割合を租税に依存 しているという事実があり,ま たその他
さまざまな論点から,基 礎年金全体を租税によってまかなうことが適切であ
ると考え られる。但 し,現 在の政府組織の問題や消費税率上昇に関する国民
的合意の形成などさまざまな課題 もある。 こうした点をいかに解決 してい く
かが問われているとも言える。
基礎年金を租税でまかなう場合,消 費税を用いることが考え られる。独 自
のマクロ計量モデルを用いて試算 した結果,2050年 度ではおよそ6.6%程 度
の消費税率上昇が必要であることが示 された。財政赤字の解消等,そ の他で
必要な税収を考慮すると,17%程 度の消費税率ということになる。また,出
生率の変動や全要素生産性が変化 した場合のシミュレーションを行い,出 生
率の改善や生産性上昇が消費税率上昇を緩和 させることができることも示 し
た。
本稿の結果の多 くは,加 藤(2005)な どによるモデルに多 くを依存 してい
る。そのため,そ の結論には一定の留意が必要であるが,年 金財政を安定的
に運営 していくためのひとつの参考資料 として解釈されたい。
*本 稿の草稿に関 し,国 立社会保障 ・人口問題研究所で行われたディスカッション・
ペーパー報告会(加 藤,2006b)に おいて,日 高政浩氏(大 阪学院大学助教授),
石井太氏(国 立社会保障 ・人口問題研究所)の お二人か ら貴重なコメントを頂いた。
記して感謝申 し上げたい。また,同 報告会に出席された方々か らも有益なご意見等
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を頂いた。もちろん,あ りうるべき誤 り等についてはすべて筆者の責任である。
《注》
(1)基 礎年金に関わる各年金制度の負担額やその割合は当該年度の給付費や各年
金制度の保険者数が確定 した後に決定されるため,翌 々年度に精算される。そ
のため,当 該年度は概算で負担額等が決まるため,基 礎年金勘定に計上される
基礎年金給付額と,実 際の基礎年金給付額は異なるものとなる。
(2)2002年 のみなし基礎年金5.2兆 円のうち,旧 法国民年金分が2.3兆 円,厚 生
年金が2.3兆 円,共 済組合が0.6兆 円であった。
(3)特 別国庫負担分は,保 険料を免除された者への給付などの財源として国庫に
よって負担される分である。
(4)公 的年金給付額全体でも厚生労働省 と加藤(2005)の 両者には差がある。
2004年5月 に公表された厚生労働省の 「社会保障の給付と負担の見通 し(平
成16年5月 推計)」 では2025年 度の公的年給付額が64兆 円とされているのに
対 し,加 藤(2006)で は71兆 円としている。厚生労働省の試算では,名 目賃
金上昇率は2.1%,物 価上昇率1.0%,運 用利回 り3.2%が 仮定 されているが,
モデルでは推計期間の名 目所得上昇率がおよそ2.4%,消 費者物価上昇率は1.0
%,長 期利子率は3.5%程 度 となっている。両者の差はこうした変数の値のほ
か,モ デルの構造上の違いによるものである。なお,こ れらの諸仮定値が同じ
場合,推 計値に大きな乖離が生 じないような調整をモデル構築の段階で考慮 し
た。
(5)こ れに関する議論は膨大なものがある。本文ではそれをひとつひとつ掲げて
いくわけにはいかないので,近 年公刊 された論文や書籍を中心に参照する。
(6)井 堀(2005)で は,保 険料徴収は賃金所得税 と同じであるので必ず しも目的
税とみなすことはできないと述べている。
(7)2006年5月 に発覚 した各地の社会保険事務所による納付率水増 しの事実は
考慮されていない。
(8)こ の点の議論については野口(1984)な ど参照。また,稲 木(2000),小 塩
(2005)で は社会保障制度は リスク分散が目的であり,所 得再分配が第f的
な目的ではないと主張 している。
(9)加 藤(2003)な ど参照。
(10)よ く知 られているように,経 済学者の多くは税による基礎年金負担を主張す
る一方,厚 生労働省などは保険料方式の維持を主張する。厚生労働省に対する
経済学者の反論としては,小 塩(2005)な どが詳 しい。
(ll)モ ラルハザー ドにより老後生活を公的扶助に頼る者 と保険料を納めてきた者
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との不公平な扱いがあれば,公 的扶助を不可欠なものとする限 り税方式に切 り
替える方が公平性は維持できるのではないだろうか。
(12)但 し,稲 木(2005)で も指摘 しているように,雇 用主負担の帰着問題を明ら
かにしておく必要があろう。本来,被 用者の賃金の一部としてあるならば,被
用者個人は雇用主から過大な支援を得ていることにはな らないが,製 品価格に
転嫁されるなど一般消費者がこの分を負うのであれば自営業者との公平性が重
要な問題となる。
(13)こ の点には様々な議論があり,所 得のみならず資産等を含めた総合課税が可
能であれば直接税中心で税体系を構築すべきという意見もある。
(14)橘 木(2005)で は消費税の7%程 度上昇を見込み,さ らに基礎年金の充実を
図って消費税率を15%と することを提案 している。
(15)将 来予測値の試算にあたって億,国 民年金の収納率が2010年 までに80%ま
で回復すると仮定 している。
(16)厚 生労働省(2005)に よる2050年 の基礎年金給付額見通 しを前提とすると,
5.5%程 度の消費税率上昇が求められる。
(17)以 下の出生率変動に関するシミュレーションでは,2050年 度に給付を受け
始める65歳 人口は既に生存 しているたあ,給 付を受ける側の高齢者層につい
ての変動は無視できる。
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付録:税 と保険料負担の違いとマクロ経済への影響
税方式と保険料方式では,ど ちらがマクロ経済に好ましい効果をもたらす
であろうか。 ここでは,モ デルのベース解(保 険料負担のケース)と,「3.2
消費税率の推定①」で計算された消費税率 によって代替された基礎年金負担
シナ リオに基づくシミュレーション解(税 負担のケース)と の比較を行って,
この点に関する推察を行 う。
保険料を消費税によって代替 した場合のシミュレーション解を計算するた
め,以 下のような仮定を置いた。
① 基礎年金給付額については,モ デルのベース解で与えられる将来推計
値をそのまま与える。そのため,シ ミュレーション解では基礎年金給付
額は外生扱いとする。
② 消費税率,物 価水準については,消 費税額を試算する際に得 られた結
果を外生変数としてモデルに投入する。
③ 消費税率を試算する際に求められた基礎年金給付額 と同額だけ,公 的
年金負担額を控除する。(な お,給 付額 と負担額は制度上,単 年度では
一致 しないため,近 似的な措置である。)控 除額については,公 的年金
給付総額に占める基礎年金給付額の比率から計算 して推計する。これに
より基礎年金給付額は社会保障財政から控除され,そ の一方で,基 礎年
金給付額は政府支出として同額が支出されるとした。
モデルのベース解と,以 上の仮定をおいたシミュレーション解について,
実質及び名 目国内総生産水準 ・成長率,一 般政府収支(財 政赤字の対GDP
比),お よび人 ロー人当たり消費額の水準について比較を行った結果を示 し
たものが付表1で ある。
付表1に よれば,実 質国内成長率では税方式に変更 したほうが年0.05%あ
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た り高 い成長 が期待 され,ま た一人 当た り民 間消費額 について も2025年 で
19.5万 円,2050年 で は59.0万 円(い ずれ も名 目値)だ け高 い消費 水準 が享
受 で きる。 この ことか ら,税 方式へ の変更 はマ クロ経 済へのパ フォーマ ンス
を も改善 す ることが示唆 され る㈹。
付 表 シ ュ ミレー シ ョ ン解 と ベ ー ス解 の 乖 離
2025年 度 2050年 度
実質国内総生産(兆 円) 26.5 41.8
当該期間の成長率*(ポ イン ト) 0.05% 0.05%
名目国内総生産(兆 円) 38.0 68.7
当該期間の成長率寧(ポ イン ト) 一 〇.15% 0.05%
一般政府収支(ポ イント) 一 〇.8% 0.5%
一人当たり民間消費額(万 円) 19.5 59.Q
傘2025年 は過去10年 間,2050年 は過去25年 間の平均成長率で ある。
なお,① の仮定から明らかなように,ベ ース解 とシミュレーション解では,
制度上において異なる複数の条件を組み込み,か つ物価水準等の外生条件を
変更するなど,試 算結果の違いに関 してその要因を単純に求めることはでき
ない。すなわち,保 険料方式か ら税方式への以降に関して,そ の他の経済諸
条件 も同時に変更 されるため,通 常のマクロ計量モデルにおけるシミュレー
ション(あ る外生変数の変更に伴う感応度分析)と は異なるものであり,し
たが って結果の解釈においても一定の留意が必要である。
(注)こ の結果は概ね消費税率の上昇が物価水準を高め,こ れが名 目賃金を上昇さ
せることで労働力率を上昇させ,経 済成長に正の効果をもたらすといったルー
トによるものとみられる。 もちろん,こ うした結果は,マ クロ計量モデルの構
造に依存 している。
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